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１．経営成績等の概況 

（１）当期の経営成績の概況 

当期のわが国経済は、輸出の持ち直しに加え、緩和的な金融政策や政府の大型経済対策に

よる内需の下支えもあって、基調としては緩やかな回復が続きました。米大統領選挙後の株

高・円安の動きを受けて企業マインドが改善し、設備投資も持ち直しの動きがみられますが、

先行きについては、海外経済の不確実性や金融市場の変動など懸念材料が残ることから、回

復は緩やかなものにとどまる見通しです。 

愛媛県経済は、個人消費など一部で改善に遅れはみられますが、今後は、全国同様、企業

マインドの改善、設備投資の持ち直しにより、緩やかな回復が続くと期待されます。 

このような情勢のもと、当連結会計年度における業績は、次のとおりとなりました。 

連結経常収益は、貸出金利息及び有価証券利息配当金の減少等により資金運用収益が減少

したことから、前年度比 20 億 72 百万円減少して 1,172 億 76 百万円となりました。一方、

連結経常費用は、退職給付に係る営業経費の増加等により、前年度比 35 億 70 百万円増加し

て 818 億 47 百万円となりました。この結果、連結経常利益は前年度比 56 億 43 百万円減少

して 354 億 28 百万円となりました。また、親会社株主に帰属する当期純利益は前年度比 26

億 54 百万円減少して 217 億 97 百万円となりました。 

なお、当行単体の業績は、ソリューション営業関連の手数料が増加し役務取引等収益が増

加したものの、貸出金利息及び有価証券利息配当金の減少等により資金運用収益が減少した

ことから、コア業務粗利益は前年度比 66 億 82 百万円減少して 738 億 91 百万円、コア業務

純益は、前年度比 67 億 79 百万円減少して 256 億 13 百万円となりました。 

また、有価証券関係損益が増加し、信用コストが減少したものの、退職給付に係る営業経

費が増加したことなどから、経常利益は前年度比 51 億 16 百万円減少して 330 億 60 百万円

となりました。 

この結果、当期純利益は前年度比 26 億 78 百万円減少して 214 億 14 百万円となりました｡ 

 

（２）当期の財政状態の概況 

Ａ．預金等 

譲渡性預金を含めた預金等の期末残高は、前年度末比 1,128 億円増加して５兆 4,372 億

円となりました。 

Ｂ．貸出金 

貸出金の期末残高は、前年度末比 1,313 億円増加して４兆 214 億円となりました。 

Ｃ．有価証券 

有価証券の期末残高は、前年度末比 37 億円減少して１兆 7,359 億円となりました。 

Ｄ．連結総自己資本比率（バーゼルⅢ基準） 

銀行の安全性・健全性を示す連結総自己資本比率は 14.58％となり、引き続き高い水準

を確保しております。 

 

（３）当期のキャッシュ・フローの概況 
連結キャッシュ・フローの概況は、次のとおりとなりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、借用金及び譲渡性預金の増加等により 2,265 億 23

百万円となりました（前年度比 2,907 億 29 百万円増加）。投資活動によるキャッシュ・フ

ローは、有価証券の売却及び償還等により 67 億 97 百万円となりました（前年度比 318 億 27

百万円減少）。また、財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等により△74 億

１百万円となりました（前年度比 117 億５百万円増加）。この結果、現金及び現金同等物の

期末残高は 7,835 億４百万円となりました（前年度比 2,259 億 16 百万円増加）。 
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（４）今後の見通し 
平成 30 年３月期の連結経常利益は前年度比１億円増益の 355 億円、親会社株主に帰属す

る当期純利益は前年度比８億円増益の 226 億円程度を予想しております｡ 

また、当行単体の見通しについては、経常利益は前年度比５億円減益の 325 億円、当期純

利益は前年度比５億円増益の 220 億円程度を予想しております。 

 

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 
利益配分につきましては、銀行の公共的使命を念頭に置き、内部留保による財務体質の強

化を図ることで経営基盤の確保に努めるとともに、安定的な配当を継続することを基本方針

としております。 

平成 29 年３月期の配当につきましては、業績等を総合的に勘案いたしまして、年間配当

は 12 円（中間配当６円、期末配当６円）とさせていただきます。 

また、平成 30 年３月期の配当につきましては、平成 30 年３月 15 日に創業 140 周年を迎

えるにあたり、これまでの株主の皆さまの日頃からのご支援にお応えするため、１株当たり

２円の記念配当を実施し、年間配当を 14 円（中間配当７円〈記念配当１円〉、期末配当７

円〈記念配当１円〉）とさせていただく予定であります。 

なお、平成 31 年３月期以降につきましては、上記の基本方針に則り適切な利益配分を行

ってまいります。 

 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

当行グループは、当面は日本基準を採用することとしております。なお、国際会計基準（Ｉ

ＦＲＳ）の適用につきましては、我が国における制度適用の状況を踏まえながら検討していく

方針であります。 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示） 

法人税法の改正に伴い、「平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第 32 号 平成 28 年６月 17 日）を当連結会計年度に適用し、平成 28 年

４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更

しております。 

なお、当連結会計年度において、連結財務諸表に与える影響額は軽微であります。 

 

（追加情報） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26 号 平成 28 年

３月 28 日）を当連結会計年度から適用しております。 

 

（セグメント情報） 

１．報告セグメントの概要 

当行グループの報告セグメントは、当行グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手

可能であり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行

う対象となっているものであります。 

当行グループは、当行及び連結子会社 13 社（前連結会計年度 13 社）で構成され、銀行業務を

中心に、リース業務等の金融サービスに係る事業を行っております。 

従いまして、当行グループは、金融業におけるサービス別のセグメントから構成されており、

「銀行業」、「リース業」の２つを報告セグメントとしております。 

「銀行業」は、預金業務、貸出業務、有価証券投資業務、為替業務等を行っております。 

なお、「銀行業」は、当行の銀行業務と連結子会社の銀行事務代行業務、信用保証業務、クレ

ジットカード業務、有価証券投資業務、投資ファンドの運営業務を集約しております。 

「リース業」は、連結子会社のいよぎんリース株式会社において、リース業務等を行っており

ます。 

 

２．報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理方法は、連結財務諸表の作成方法と同一であります。 

報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。 

セグメント間の内部経常収益は、第三者間取引価格に基づいております。 
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３．報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

（１）前連結会計年度（自 平成 27 年４月１日 至 平成 28 年３月 31 日） 

（単位：百万円） 

 
報告セグメント 

その他 合計 調整額 
連結財務諸

表計上額 銀行業 リース業 計 

経常収益    

外部顧客に対する経常

収益 
102,650 14,829 117,480 1,868 119,348 － 119,348

セグメント間の内部経

常収益 
384 438 823 1,718 2,541 △2,541 －

計 103,035 15,268 118,304 3,586 121,890 △2,541 119,348

セグメント利益 40,025 759 40,785 390 41,176 △104 41,071

セグメント資産 6,489,084 53,076 6,542,161 7,680 6,549,841 △39,764 6,510,076

セグメント負債 5,915,567 36,342 5,951,909 2,028 5,953,938 △33,568 5,920,369

その他の項目    

減価償却費 4,472 16 4,489 82 4,571 △34 4,536

資金運用収益 80,344 77 80,421 3 80,425 △132 80,292

資金調達費用 6,174 165 6,340 0 6,340 △123 6,217

特別利益 470 － 470 － 470 － 470

（固定資産処分益） (470) － (470) － (470) － (470)

特別損失 1,252 0 1,252 1 1,254 － 1,254

（固定資産処分損） (367) (0) (367) (1) (369) － (369)

（減損損失） (884) － (884) － (884) － (884)

（金融商品取引責任準

備金繰入額） 
－ － － (0) (0) － (0)

税金費用 13,946 270 14,216 127 14,344 △3 14,340

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額 
4,668 126 4,794 212 5,007 △200 4,806

（注）１．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。また、差異調整につきましては、経常収

益と連結損益計算書の経常収益計上額との差異について記載しております。 

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、情報処理受託・ソフト

ウェア開発業及び証券業であります。 

３．調整額は、次のとおりであります。 

（1）セグメント利益の調整額△104 百万円は、セグメント間取引消去であります。 

（2）セグメント資産の調整額△39,764 百万円は、セグメント間取引消去であります。 

（3）セグメント負債の調整額△33,568 百万円は、セグメント間取引消去であります。 

（4）減価償却費の調整額△34 百万円、資金運用収益の調整額△132 百万円、資金調達費用の調整額   

△123 百万円、税金費用の調整額△3 百万円、有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△200

百万円は、セグメント間取引消去であります。 

４．セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 
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（２）当連結会計年度（自 平成 28 年４月１日 至 平成 29 年３月 31 日） 

（単位：百万円） 

 
報告セグメント 

その他 合計 調整額 
連結財務諸

表計上額 銀行業 リース業 計 

経常収益    

外部顧客に対する経常

収益 
100,003 15,111 115,115 2,161 117,276 － 117,276

セグメント間の内部経

常収益 
480 499 980 1,574 2,554 △2,554 －

計 100,484 15,611 116,095 3,735 119,831 △2,554 117,276

セグメント利益 34,679 352 35,032 471 35,503 △75 35,428

セグメント資産 6,833,888 50,981 6,884,870 8,571 6,893,441 △44,158 6,849,283

セグメント負債 6,237,214 34,804 6,272,018 2,607 6,274,626 △34,404 6,240,221

その他の項目    

減価償却費 4,467 51 4,518 92 4,610 △59 4,551

資金運用収益 75,177 77 75,255 3 75,258 △118 75,139

資金調達費用 7,688 140 7,828 0 7,828 △108 7,720

特別利益 80 － 80 － 80 － 80

（固定資産処分益） (80) － (80) － (80) － (80)

特別損失 2,389 277 2,666 0 2,667 △287 2,380

（固定資産処分損） (133) － (133) (0) (133) － (133)

（減損損失） (2,256) (277) (2,533) － (2,533) (△287) (2,246)

（金融商品取引責任準

備金繰入額） 
－ － － (0) (0) － (0)

税金費用 9,865 21 9,887 157 10,045 102 10,147

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額 
3,714 8 3,723 43 3,766 △81 3,685

（注）１．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。また、差異調整につきましては、経常収

益と連結損益計算書の経常収益計上額との差異について記載しております。 

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、情報処理受託・ソフト

ウェア開発業及び証券業であります。 

３．調整額は、次のとおりであります。 

（1）セグメント利益の調整額△75 百万円は、セグメント間取引消去であります。 

（2）セグメント資産の調整額△44,158 百万円は、セグメント間取引消去であります。 

（3）セグメント負債の調整額△34,404 百万円は、セグメント間取引消去であります。 

（4）減価償却費の調整額△59 百万円、資金運用収益の調整額△118 百万円、資金調達費用の調整額   

△108 百万円、特別損失（減損損失）の調整額△287 百万円、税金費用の調整額 102 百万円、有形固定

資産及び無形固定資産の増加額の調整額△81 百万円は、セグメント間取引消去であります。 

４．セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 
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（１株当たり情報） 
 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

 （自 平成27年４月１日 （自 平成28年４月１日 

 至 平成28年３月31日） 至 平成29年３月31日）

１株当たり純資産額 1,790 円 53 銭 1,864 円 28 銭 

１株当たり当期純利益金額 77 円 34 銭 68 円 93 銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 77 円 23 銭 68 円 81 銭 

 
（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

 （平成28年３月31日） （平成29年３月31日） 

純資産の部の合計額 589,707 百万円 609,061 百万円 

純資産の部の合計額から控除する金額 23,630 百万円 19,594 百万円 

（うち新株予約権） (401 百万円) (479 百万円)

（うち非支配株主持分） (23,228 百万円) (19,114 百万円)

普通株式に係る期末の純資産額 566,076 百万円 589,467 百万円 

１株当たりの純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数 
316,149 千株 316,189 千株 

 
２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次の

とおりであります。 
 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

 （自 平成27年４月１日 （自 平成28年４月１日 

 至 平成28年３月31日） 至 平成29年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益 24,451 百万円 21,797 百万円 

普通株主に帰属しない金額 ─ ─ 

普通株式に係る親会社株主に帰属する当

期純利益 
24,451 百万円 21,797 百万円 

普通株式の期中平均株式数 316,136 千株 316,180 千株 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益調整額 ─ ─ 

普通株式増加数 459 千株 561 千株 

（うち新株予約権） (459 千株) (561 千株)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

─ ─ 

 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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